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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事手続規則第２条の

規定により、平成２１年１月２９日付け情郵審第１１号で公告された接続約款の変更案に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 

（文中では敬称を省略しております。）
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別 紙 

 

今回申請された平成２１年度のＮＧＮの接続料算定については、「次世代ネットワークの接続

料算定等に関する研究会」の結論に基づいて行われたものと理解しております。 

なお、平成２２年度以降の接続料については、平成２０年度終了後に作成・公表される接続

会計のデータを用いて改めて算定されるものですが、平成２１年度の接続料と大きな乖離が生

じた場合には利用者に対して大きな不利益を与える可能性もあることから、プライシング等の考

え方については、引き続き検討することが必要であると考えます。 

また、ＮＧＮは発展段階にあり、技術の進展等に伴って算定方法の見直しや、接続会計に基

づいた接続料算定を行う機能の追加が必要となる可能性があります。 

ＮＧＮはボトルネック設備と一体で構築された第一種指定電気通信設備であることから、予め

相互接続を前提として構築されることが適当です。その際、多数の事業者が利用することが想

定される機能については、公正競争を促進する観点から適時・適切にアンバンドルを行い、当

該機能がインターネット接続機能のようにＮＧＮが本来有しておくべきものである場合には、接

続費用についても、ネットワークが本来有すべき機能を備えるための費用として整理すべきで

す。特に、イーサネット機能については、「平成２２年度から接続料を設定することが適当」との

見解が示されているところであり、ＮＴＴ東・西はスケジュールに従って適切に接続料を設定す

る必要があります。 

 

以 上 


